
2009年度決算公告
2010年３月 26日

大阪府茨木市下井町１番23号

キャタピラー西日本株式会社
取締役社長 藤本 正博

貸借対照表の要旨
(2009年12月31日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 8,668
売 上 債 権 5,204
そ の 他 3,464
固 定 資 産 5,055
有形固定資産 3,608
無形固定資産 50
投資その他の資産 1,395
資 産 合 計 13,723

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,021
買 入 債 務 1,596
賞 与 引 当 金 329
関係会社事業損失引
当金 1,171
事業再構築引当金 183

そ の 他 4,740
固 定 負 債 1,317
退職給付引当金 997

そ の 他 320

負 債 合 計 9,339
株 主 資 本 4,391
資 本 金 450

資 本 剰 余 金 1,369
資 本 準 備 金 1,369
利 益 剰 余 金 2,571
利 益 準 備 金 6
その他利益剰余金 2,565
(うち当期純損失) (979)

評価・換算差額等 � 7
その他有価証券評価
差額金 � 7

純資産合計 4,384
負債・純資産合計 13,723

第 34 期 決 算 公 告

平成 22年４月１日

福岡市南区野多目２丁目５番41号

積 和 建 設 九 州 株 式 会 社

代表取締役 坂口 和人

貸借対照表の要旨
(平成22年１月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

の
部
資
産

流 動 資 産 2,639,805
固 定 資 産 1,221,464

資 産 合 計 3,861,269

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,498,955
賞 与 引 当 金 66,518
その他流動負債 1,432,437
固 定 負 債 357,268
退職給付引当金 83,171
役員退職慰労引当金 35,920
その他固定負債 238,176

負 債 合 計 1,856,223

株 主 資 本 2,005,046
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,905,046
利 益 準 備 金 70,405
その他利益剰余金 1,834,641
(うち当期純利益) (111,079)

純資産合計 2,005,046

負債・純資産合計 3,861,269

平成22年度ガス消費機器設置工事監督者の
資格講習、認定講習及び再講習の公示

独立行政法人製品評価技術基盤機構公告第 229号
平成22年度ガス消費機器設置工事監督者の資格講習、認定講習及び再講習を次のとお
り実施するので、特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律施行規則（昭和54年
10月11日通商産業省令第77号）（以下「施行規則」という。）第５条、第７条及び第10条の
規定に基づき公示します。
平成 22年４月１日

東京都渋谷区西原２`49`10

独立行政法人製品評価技術基盤機構理事長
１．受講対象者
平成22年度の受講対象者は、次のとおりです。

\ 資格講習
ガス消費機器設置工事監督者の資格を新たに取得したい方

] 認定講習
施行規則第６条第１号に定める資格を有する者であって、ガス消費機器設置工事
監督者の資格を新たに取得したい方

^ 再講習
平成19年４月１日から平成20年３月31日までにガス消費機器設置工事監督者の資
格を取得した方又は同期間に再講習を受けた方

２．講習の開催日及び場所
\ 資格講習及び認定講習
平成22年４月１日から平成23年３月31日までに、全国約30か所で開催します。開
催日及び場所は、各月、各都道府県によって異なりますので、当機構のホームペー
ジ（http://www.tech.nite.go.jp/lect/）をご覧ください。

] 再講習
平成22年４月１日から平成23年３月31日までに、原則として各都道府県庁所在地
において開催します。開催日及び場所は、各月、各都道府県によって異なりますの
で、当機構のホームページ（http://www.tech.nite.go.jp/lect/）をご覧ください。

３．講習時間
\ 資格講習

講習時間は12•5時間（２日間）とし、１日の講習時間は、原則として午前９時か
ら午後５時までとします。

] 認定講習
講習時間は、原則として午前10時から午後４時までの間の５時間（１日間）です。

^ 再講習
講習時間は、原則として午前10時から午後４時までの間の５時間（１日間）です。

４．受講料
\ 資格講習

26¶700円です。
] 認定講習

14¶100円です。
^ 再講習

12¶000円です。
５．受講期間
資格講習、認定講習及び再講習ともに、平成22年４月１日から平成23年３月31日ま
でです。
６．講習の申込方法
\ 資格講習及び認定講習
{ 受講案内の取り寄せ
当機構にお問い合わせください。

| 講習の申込み
受講案内に同封された講習申込書に必要事項を記入し、コンビニエンスストア、
郵便局又は銀行で受講料を支払った上で、受講案内に記載されている送付先に郵
送で申し込んでください。

} 申込受付
随時

] 再講習
{ 受講案内の取り寄せ
受講案内は、当機構から平成22年度当初に受講対象者あてに郵送します。受講
案内が平成22年６月頃までに届かない場合は、当機構まで御請求ください。
なお、受講案内は無料です。

| 講習の申込み
受講案内に同封された講習申込書に必要事項を記入し、コンビニエンスストア、
郵便局又は銀行で受講料を支払った上で、受講案内に記載されている送付先に郵
送で申し込んでください。

} 申込受付期間
申込受付期間は、原則として平成22年６月末日までです。申込受付期間に申込
みできなかった方は、当機構にお問い合わせください。

７．問い合わせ先
独立行政法人製品評価技術基盤機構 製品安全センター 講習業務課
住 所 〒151`0066 東京都渋谷区西原２`49`10

電 話 03`3481`1935（資格、認定及び再講習専用）
ＦＡＸ 03`3481`8199
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